


政策テーマ：１．①経済構造改革の推進及び地域経済の発展
（政策評価軸：経済構造改革の推進及び地域経済の発展（１／２）） 経済産業政策局長 藤木 俊光

目標（ミッションステートメント）
日本経済がデフレ構造から新しい経済ステージに移行する正念場にあるとの認識の下、ミッション志向の産業政策を通じ
て社会課題解決ニーズに支えられた新需要を創出するとともに、社会基盤（OS）の組替えを推進することを通じて、国
内投資・イノベーション・所得向上の好循環を創出し、社会課題の解決と経済成長の両立を実現する。あわせて、「良質
な雇用」の創出を通じた地域経済の活性化を目指す。

主要な目標

目標１：経団連が掲げる民間企業設備投資額を2027年度までに115兆円とする目標の実現

目標２：日本の代表的企業（TOPIX500を念頭）におけるPBR 1倍以上の企業の割合を2030年までに約６割から約８割に（欧州STOXX600の水準）

目標３：物価上昇を超える賃上げの継続

目標に対する評価と今後の対応

・民間企業設備投資額を2027年度までに115兆円という目標に対し、戦略分野への生産・販売量に応じた大規模・長期の減税措置や成長志向

の「中堅企業」の設備投資を促進するための産業競争力強化法の改正、国内投資の促進に資する産業インフラ整備のための予算措置（内閣

府計上の交付金も含む）や地域未来投資促進法による土地利用転換の迅速化等を実施。こうした施策を国内投資促進パッケージとしてとり

まとめ。2023年度において民間企業設備投資額は102.4兆円となっている。

・目標達成に向け、中堅企業の省力化投資支援や、工業用水や産業用地等の産業インフラ整備を含む予算措置、生産・販売量に応じた減税措

置を含めた税制措置、独占禁止法に関する課題への対応を含む市場環境整備、対日投資案件の誘致、海外企業との協業連携促進、誘致を行

う地域への伴走支援等により、国内投資促進に取り組む。

・日本の代表的企業（TOPIX500）におけるPBR １倍以上の企業の割合を2030年までに約６割から約８割に引き上げるという目標に対し、

SXの推進やコーポレートガバナンスの推進等を通じた価値創造経営を推進し、持続的な企業価値向上を促している。2023年度末時点で、

TOPIX500構成企業におけるPBR１倍以上の企業の割合は６割超であるが、1倍超え企業の割合は、依然として欧米に劣後。

・目標達成に向け、SX経営の推進や実効的なコーポレートガバナンスの実践、上場維持基準等のあり方の検討を行い、価値創造経営の浸透

を図る。

・継続した物価上昇を超える賃上げの実現という目標に対し、賃上げ促進税制の拡充・延長、中堅企業の賃上げに資するグループ化税制や大

規模補助金を措置。春季労使交渉の結果として５％を超える33年ぶりの賃上げ水準となっている。

・目標達成に向けて、賃上げに取り組む中堅企業の成長促進や賃上げ税制の活用促進を進め、物価上昇を上回る賃上げを後押ししていく。





主な関連施策 推進体制（主担当課室）

マクロ経済運営、内外マクロ経済の分析等 総務課、産業構造課、調査課

「経済産業政策の新機軸」の策定による中長期の産業構造のあり方検
討・提示

産業構造課

社会課題解決型の国内投資の拡大や、これに資する産業インフラ整備促
進、地域の「良質な雇用」を創出する中堅企業の成長促進

産業構造課、投資促進課、地域産業基盤整備課、産業創造課、地
域経済産業政策課

人的資本経営の推進やリスキリングなどの「人への投資」促進 産業人材課、未来人材戦略室

官民ファンドや財投、金融支援策等を通じたリスクマネーの供給 産業資金課

価値創造経営の推進、資本・金融市場改革、効率的・効果的な開示制度
の構築、コーポレートガバナンスの強化による中長期の企業価値向上

産業創造課、産業資金課、企業会計室、産業組織課

事業再生・事業再編の円滑化による産業の革新 産業組織課、産業創造課

税制改正や国際租税への対応等を通じた企業の予見可能性の向上 企業行動課、投資促進課

ダイバーシティ経営の普及や女性活躍の推進 経済社会政策室

不正競争防止法における営業秘密の流出や外国公務員贈賄の防止 知的財産政策室

競争紛争に係る相談・解決支援やGX実現に向けた複数社連携における課
題への対応

競争環境整備室

データに基づく施策の効果検証（EBPM） 大臣官房業務改革課、大臣官房調査統計グループ、産業構造課
（RIETI）等

関連する予算、税制等の全体像

【令和5年度補正予算】約1,167億円（国庫債務負担含め総額約3,167億円）（Ⅰ.経済構造改革の推進）
【令和6年度当初予算】約39.8億円（Ⅰ.経済構造改革の推進）
【令和5年度補正予算】約4,022.1億円の内数 （Ⅶ．中小企業及び地域経済の発展）
【令和6年度当初予算】約900.8億円の内数（Ⅶ．中小企業及び地域経済の発展）
【令和6年度税制改正】
・戦略分野国内投資促進税制 ・賃上げ促進税制の拡充・延長 ・中堅・中小グループ化税制
・ストックオプション税制の拡充 ・オープンイノベーション促進税制の延長
・パーシャルスピンオフ税制の拡充・延長 ・地域未来投資促進税制の拡充 ・外国子会社合算税制 等




